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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第148期

第３四半期連結累計期間

第148期

第３四半期連結会計期間
第147期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

売上高 （百万円） 91,392　 29,078　 136,537　

経常利益 （百万円） 3,555　 625　 10,236　

当期純利益又は四半期純
損失（△）

（百万円） △2,177　 △3,185　 5,927　

純資産額 （百万円） －　 68,986　 75,928　

総資産額 （百万円） －　 149,462　 156,148　

１株当たり純資産額 （円） －　 286.12　 298.83　

１株当たり当期純利益又
は四半期純損失（△）

（円） △8.90　 △13.21　 23.98　

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） －　 －　 －　

自己資本比率 （％） －　 45.0　 47.3　

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △865　 －　 13,272　

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △6,051　 －　 △6,547　

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,368　 －　 △8,416　

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） －　 10,500　 18,840　

従業員数 （名） －　 3,652 3,615　

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第148期第３四半期連結累計期間及び会計期間は１

株当たり四半期純損失であり、また、第147期、第148期ともに潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

　　　　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において

　　　営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　　　　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　　　　なお、第２「事業の状況」３「財政状態及び経営成績の分析」(４)事業上及び財務上の対処

　　　すべき課題に記載の通り、平成20年12月25日開催の取締役会にて「事業環境の急変に即応する

　　　諸施策の実施」を決議しております。

　

３ 【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　　　　

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年12月31日現在

従業員数(名) 3,652

(注) 　　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

　　　　　への出向者を含む就業人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年12月31日現在

従業員数(名) 1,586

(注) 　　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

　　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

　であります。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円）

繊維事業 2,152

建材事業 5,430

グラスファイバー事業 10,269

その他の事業 1,519

合計 19,372

　　(注)　１　金額は、販売価格によっております。

　　　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)　受注実績

　　当社グループ（当社及び連結子会社）は主として見込生産を行っており受注生産はほとんどありま

　せん。

(3)　販売実績

　　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

　であります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円）

繊維事業 2,682

建材事業 12,335

グラスファイバー事業 10,914

その他の事業 3,145

合計 29,078

　　(注)　１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日～平成20年12月31日）におけるわが国経済は、100年

に一度と言われる世界的な金融危機が実体経済に波及し、世界経済が急激に減速する状況のなか円高
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も進行したため、わが国経済を牽引してきた輸出が大きく鈍化するなど企業収益が大幅に減少しまし

た。そのため、雇用環境も急速に悪化して個人消費のマインドが大きく冷え込むなど景気は急激に悪

化し、極めて厳しい局面となりました。

　このような環境の下、当社グループは、「事業構造改革の推進」と「事業領域の深掘りと拡大」を柱

とした中期経営計画「Relay（リレー）101」の最終年度として、事業力の一段の強化を図ってまいり

ました。しかしながら、当社といたしましても事業環境の急変による事業収支の悪化は避けられず、こ

の結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は290億78百万円、営業利益は６億13百万円、経常

利益は６億25百万円、四半期純損失は31億85百万円となりました。なお、平成20年12月25日開催の取締

役会において決議いたしました「事業環境の急変に即応する諸施策の実施」に伴い、固定資産減損損

失等42億26百万円を事業構造改善費用として計上しております。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

①繊維事業

繊維事業は、消費の冷え込みによる衣料品販売不振の影響で低調に推移しましたが、高付加価値品の

拡販や適正利潤の確保、そして徹底したコストダウンに努めてまいりました。

この結果、売上高は26億82百万円、営業利益は１億８百万円となりました。

②建材事業

建材事業は、景気の悪化から住宅着工戸数が低迷したほか、企業収益の悪化を背景に非住宅用途の販

売も低調に推移しましたが、適正利潤の確保、そして徹底したコストダウンに努めてまいりました。

この結果、売上高は123億35百万円、営業利益は84百万円となりました。

③グラスファイバー事業

グラスファイバー事業は、高付加価値品の拡販や適正利潤の確保、そして徹底したコストダウンに努

めてまいりましたが、電子材料向けが需要の急激な減少の影響を大きく受けたほか、建築・住宅機器向

けもマンションの販売不振などの影響により、低調な推移となりました。

この結果、売上高は109億14百万円、営業利益は３億68百万円となりました。

④その他の事業

その他の事業は、消費の低迷や競争の激化はありましたが、新規顧客の開拓や新商品の開発を進めた

ことにより、比較的堅調に推移しました。

この結果、売上高は31億45百万円、営業利益は２億97百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は1,494億62百万円となり、前連結会計年度末と比較して

66億86百万円減少しました。主な要因は、現金及び預金の減少であります。

負債は804億75百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億55百万円増加しました。主な要因は、長

期借入金の増加や法人税等の支払による未払法人税等の減少などであります。

純資産は689億86百万円となり、自己資本比率は45.0％と前連結会計年度末に比べ2.3ポイント低下し

ました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、105億円とな

り、第２四半期連結会計期間末と比べて23億82百万円の資金が減少しました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
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営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失46億55百万円や減価償却費15億77

百万円、仕入債務の増加額35億97百万円などにより７億78百万円資金が増加しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得29億52百万円などにより28億92百万円の資金

が減少しました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の純増額17億50百万円、自己株式取得による支出

19億72百万円などにより２億21百万円資金が減少しました。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課

題は、次のとおりです。

　当社は、最近の業績動向を踏まえ、急変する事業環境に即応するため、平成20年12月25日開催の取締役会

において、「事業環境の急変に即応する諸施策の実施」を決議いたしました。

①事業環境の急変に即応する諸施策の実施

　当社は、厳しさを増す経営環境を直視し、収益性を軸に事業の抜本的見直しを進め、「選択と　

　集中の徹底」を図ることと致しました。即ち、全社で過剰設備の削減と人員の適正化を行いま　　　

　す。

　　その上で、更なる付加価値向上に向けた事業領域の深掘りと拡大を進め、「人と地球環境の未　　

　　来に貢献する素材メーカー」として、明日に向かって挑戦（“Jump for the Future”）を続け　　

　　てまいりたいと考えております。

 (ア）繊維事業部門

・コアスパンヤーン（ＣＳＹ）事業安定黒字化のため、連結子会社ニットーボー新潟（株）　　

　の設備・人員圧縮を行う。

・芯地事業の将来を展望し、連結子会社（株）文京精練について事業基盤の強化を行う。

・コアスパンヤーン（ＣＳＹ）・芯地の技術革新を進め、事業の高付加価値化を実現する。

 (イ）建材事業部門

・千葉工場の撤収を、供給責任を勘案しつつ、平成24年3月末迄を目途に行う。跡地は後継事

　業を検討する。

・販社である連結子会社（株）日東紡マテリアルは、千葉工場撤収を視野にいれた事業運営　

　を図る。

・千葉工場製造物については、連結子会社ニットーボー東岩（株）、連結子会社パラマウン　

　ト硝子工業（株）のグラスウール、並びにグラスファイバー事業部門産業資材・化成品で　

　代替すべく、両社並びにグラスファイバー事業部門の営業活動を強化し、供給責任を果た　　

　していく。

 (ウ）グラスファイバー事業部門

・“Face to Face”のマーケティングにより、顧客満足度の高い商品供給を展開する。即　

　ち、高付加価値品販売を維持・拡大する。

・商品開発・技術革新をスピードアップし、グラスファイバー事業におけるトップ企業を目　　

　指す。

・生産基地ごとの品種構成を見直し、最適供給体制を構築する。

 (エ）育成事業部門・新規分野
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・ロックファイバーの創業者として新たなコンセプトで活用可能性を実現し、環境分野等の　

　新規事業を早期に立ち上げる。

・メディカル事業において、事業領域の拡大と付加価値向上を図る。

 (オ）管理部門等

・管理部門・間接部門等の業務効率化を進める。

 (カ）人員措置

　　退職者は、グループ全体で約520名、当社単体で約440名を見込む。

　・上記（ア）～（オ）の施策に伴い、当社並びに関係会社において早期退職優遇措置を行　

　　う。退職者は、グループ全体で約520名、当社単体で約440名を見込む。

　

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

②基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、当社の企業価値の源泉

及び当社を支えるステークホルダーとの良好な関係を十分に理解した上で、当社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益を中長期的に確保・向上させることを真摯に目指す者でなければならない

と考えております。もとより、上場会社である当社の株式は、株主または投資家の皆様に自由に取引さ

れるものであり、当社経営の支配権の移転を伴うような大量買付がなされる場合であっても、これが

当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限りにおいて、当

社は、これを一概に否定するものではありません。また、当社は、株式の大量買付提案に応じるかどう

かの判断も、最終的には株主の皆様の意思に委ねられるべきであると考えます。

　しかしながら、近時、我が国の資本市場における株式の大量買付の中には、1)その目的等から見て企

業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、2)株主に株式の売却を事実上強

要するおそれがあるもの、3)対象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対

象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、4)買収者の提示し

た条件よりも有利な条件をもたらしたりするために、対象会社による買付者との交渉を必要とするも

の等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　とりわけ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させていくためには、1)長年培われ

た技術資産や人的資産の流出を防ぎ、そのような技術資産や人的資産を中長期的視野で保護育成する

こと、2)顧客とのネットワークと当社の有するブランド力を維持・強化していくこと等に重点を置い

た経営が必要不可欠です。これらが、当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確保され、向上

させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになると考えて

おります。また、外部者である買収者からの大量買付の提案を受けた際には、上記事項のほか、当社の

有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、多岐にわたる事業分野やグループ企業間の

有機的結合により実現され得るシナジー効果、その他当社の企業価値を構成する事項等、様々な事項

を適切に把握した上、当該大量買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要

があります。

　こうした事情に鑑み、当社としては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を

行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による

大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を確保する必要があると考えます。

③基本方針の実現に資する取組みについて
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(ア）当社の企業理念

　当社は、『日東紡グループは、「健康・快適な生活文化を創造する」企業集団として社会的存在価

値を高め、豊かな社会の実現に貢献し続けます』との経営理念に基づいて、時代の要請に即応し、社

会の役に立つ新しい価値を創造し提供し続けることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保し、向上することに努めております。

　また、当社は、上記経営理念のもとに、会社固有の価値観を以下の通り「日東紡宣言」としてわかり

やすい文章で表現し、社員が常に意識しながら、自ら考え、行動できるように努めております。

・日東紡グループは社会の「ベストパートナー」を目指します。

・私たちは、お客様の求めるものを絶えず追究し、お客様に「安心と信頼」を誠実にお届けす

　ることを喜びとします。また、企業活動を通じ株主・投資家・行政・地域社会等すべてのス

　テークホルダー（社会）と共に喜びを分かち合うことを大切にします。

・私たちは自立した一人ひとりの社員の可能性を尊び、自由闊達にアイデアを出し合いながら

　チームワークにより力を発揮する企業集団を目指します。

・私たち企業グループは社員の成長が会社の成長であることを信じ、社員に成長と自己実現の

　機会を提供します。

　社員はまず第一に良き市民であり、深く考え、広く見渡し、果敢に行動します。そして粘り

　強くやり遂げます。

(イ）当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上への取組み

　当社は「繊維メーカー」として創業して以来、永年にわたって技術、知識を世代間で蓄積・継承し

続けることにより、中長期的視点に基づいたさまざまな固有のノウハウを培ってまいりました。それ

を背景に旺盛なパイオニア精神を発揮しながら、グラスファイバー事業、建材事業、メディカル事業

などに次々とチャレンジして経営の多角化に取り組んでまいりました。また、早くから海外に事業拠

点を拡大したり、海外企業との強固なネットワークを構築したりするなど、グローバルな視点での経

営資源の強化を進めております。

　特に、グラスファイバー事業は原糸から織物まで手掛ける、国内でも数少ない一貫メーカーとして

技術の優位性の評価は高く、強い事業基盤を形成しています。携帯電話やデジタル家電、ゲーム機器

向けプリント配線基板の小型化や微細化が求められる中、当社の極細紡糸技術および極薄加工技術

が、電子材料向け需要においてワールドワイドな価値創造に大きな役割を果たしています。こうした

高付加価値分野を強化するとともに、収益基盤をより安定・強固にするために、自動車、電子機器関

連需要における樹脂強化材や産業資材製品といった非電子材料分野でも、差別化製品を開発してさ

らに競争力を高めるべく取り組みを展開しています。

　建材事業では、不採算事業からの撤退や整理を進めながら、グループ会社を含めた総合力を強化し

続けています。また、関連する技術ノウハウを生かして環境工事・音響工事やプラントエンジニアリ

ング事業を展開しております。

　繊維事業では、コスト構造の改善と高付加価値品へのシフトを企図した構造改革が功を奏し、着実

に事業基盤の強化が進んでいます。芯地とコアスパンヤーンを一体化した総合的な組み立てが順調

に進展し、その成果が安定した収益構造の構築と価値創造力の向上に役立っています。また、芯地の

中国における展開は、生産能力の増強とさらなる品質の改善に加えて、販売拠点の拡充を進めて事業

内容の拡大を図っています。

　メディカルをはじめとするその他の新規関連事業においても、新しい価値を創造して第４の柱とな

るべく事業領域の拡大を続けています。さらに、次世代の基幹事業を創造するために、研究開発体制

を改編してインキュベーター機能を強化し、既存事業領域にはない全く新しいことにもチャレンジ
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しております。

　また当社は、地球環境の次世代への継承や持続的発展に貢献することを基本理念とした「日東紡環

境憲章」を制定し、すべての事業活動において環境に配慮した製品・サービスを提供し、環境保全に

努めております。

　当社は今年、中期経営計画「Ｒｅｌａｙ１０１」の最終年度を迎えております。過去２年間は計画

通りの実績を残し、事業領域の拡大と構造改革を同時に進めて価値創造力の一層の向上を図ってい

くことで、安定的かつ持続的な企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図ってまいりまし

た。しかしながら今年度は、事業環境の急変による事業収支の悪化は避けられず、急変する事業環境

に即応するため、平成20年12月25日開催の取締役会において、前述しました「事業環境の急変に即応

する諸施策の実施」を決議いたしました。今回決議の諸施策を予定通り役職員一体となって着実に

推し進め、更なる付加価値向上を図ることによって、当社グループの事業体質を一層強固なものにし

てまいりたいと考えております。

(ウ）当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の基盤となる仕組み（コーポレート

　　・ガバナンスの強化）

　当社は、経営の透明性の向上と法令順守を徹底して企業価値を高めることがコーポレート・ガバナ

ンスの基本であると認識し、そのため経営環境の変化に迅速に対応できる内部統制システムを構築

しております。「日東紡行動綱領」ならびに「行動規準」を掲げ、経営トップが率先垂範するととも

に、役職員に周知徹底させるためにさまざまな施策を講じて全社的な活動を展開しています。また、

リスクの発生を想定した緊急対応策を制定するなど、安全で安心な製品・サービスを提供するため

のリスク管理体制の整備も行っております。

　具体的には以下の事項に取り組んでおります。

A)執行役員制度を導入して、取締役会による意思決定と監督、並びに執行役員による業務執

　行機能をより充実させ、環境変化に即応した経営体制の強化に努めております。

B)経営環境の変化に対応して機動的に経営体制を構築するとともに、事業年度における経営

　責任を一層明確にするため、取締役の任期を１年としております。

C)取締役９名のうち１名を社外取締役としており、業務執行機関に対する取締役会の監督機

　能をより強化する体制を確立しています。

D)監査役４名のうち２名を社外監査役としており、透明性の高い公正な経営監視体制を確立

　しています。

E)取締役の解任要件を、会社法の原則(会社法第339条第１項、第341条)に従い普通決議にし

　ています。

④基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

　　止するための取組み

　当社は、平成20年６月27日開催の定時株主総会において、「当社株式の大量取得行為に関する対応策

（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）の導入を株主の皆様にご承認いただいておりま

す。

　その概要は以下の通りであります。

（ア）本プラン導入の目的

　本プランは、当社株式に対する大量買付が行なわれた際に、当該大量買付に応じるべきか否かを株

主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報や時

間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひ

いては株主の共同の利益に反する大量買付を抑止することを目的としております。
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（イ）本プランの内容

　当社は、本プランに基づき、以下ａ又はｂに該当する買付等がなされた場合に、本プランに定める手

続に従って本新株予約権の無償割当てを実施いたします。

ａ 当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付等

ｂ 当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその

　 特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付け

　上記ａまたはｂに定める買付等を行う買付者等は、当社取締役会が友好的な買付等であると認めた

場合を除き、当該買付等の実行に先立ち、当社に対して、買付内容等の検討に必要な情報及び本プラ

ンに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書面を当社の定める書式により提出していた

だきます。

　その後、買付者等から提出された情報が、経営陣から独立している社外取締役、社外監査役又は有識

者のいずれかに該当するもので構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとしま

す。独立委員会は、買付者等により提出された情報が本必要情報として不十分であると判断した場合

には、自ら又は当社取締役会等を通じて買付者等に対し、適宜回答期限を定めた上、追加的に情報を

提出するよう求めることがあります。この場合、買付者等においては、当該期限までに、かかる情報を

追加的に提出していただきます。

　独立委員会は、買付者等が本プランに定められた手続を遵守しなかった場合、又は買付者等の買付

等の内容の検討等の結果、買付者等による買付等が本プランに定める要件のいずれかに該当し、新株

予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、独立委員会検討期間の開始

又は終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施することを勧告

します。

　当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施又は不実

施等に関する会社法上の機関としての決議を行うものとします。

　本プランにおける新株予約権の無償割当ての実施に関する事項の決定権限の委任期間（以下「有

効期間」といいます。）は、平成20年６月27日開催の定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとします。

　ただし、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランに係る無償割当てに関す

る事項の決定についての取締役会への上記委任を撤回する旨の決議が行われた場合、又は当社取締

役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるも

のとします。また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、独立委員会の承認を得た上

で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。

　当社は、本プランの廃止又は変更等がなされた場合には、当該廃止又は変更等の事実及び（変更等

の場合には）変更等の内容その他の事項について、情報開示を速やかに行います。

⑤本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合

　致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を以下の諸点より完全に充足してお

り、会社の支配に関する基本方針及び株主共同の利益に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものではないと判断しております。

（ア）株主意思を重視するものであること（株主総会決議とサンセット条項）

　本プランは、平成20年６月27日開催の定時株主総会における決議を経て導入を承認されたものであ

ります。
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　また、本プランの有効期間の満了前であっても、当社株主総会において撤回する旨の決議がなされ

た場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、その意味で、本プランの導入はもとより

消長につきましても当社株主総会の意思に基づくこととなっております。

（イ）取締役の任期が１年であること

　当社取締役の任期は１年となっています。したがって、本プランの有効期間中でありましても、当社

取締役の選任を通じて株主の皆様のご意向を反映させることが可能です。

（ウ）独立性の高い社外取締役等の判断の重視と情報開示

　当社は、本プランの導入にあたり、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために、本プランの

発動及び廃止等の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置して

おります。

　独立委員会は、当社経営陣からの独立性が高い当社社外取締役、当社社外監査役、又は当社が独立委

員会規程に定める要件を満たす有識者のいずれかに該当する者の中から当社取締役会が選任した者

３名で構成されております。

（エ）合理的な客観的発動要件の設定

　本プランは、予め定められた合理的な客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定

されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえ

ます。

（オ）第三者専門家の意見の取得

　独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁

護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を受けることができるものとしていま

す。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっていま

す。

（カ）デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株券等を大量に買い付けようとする者が、自己の指名する取締役を株主総会で

選任し、かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能となっています

ので、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止でき

ない買収防衛策）ではありません。また、当社は、取締役の任期を１年とし期差任期制を採用してい

ないため、本プランはスローハンド型（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、

その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

　

(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は４億74百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　　　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2)　設備の新設、除却等の計画

　　　第２「事業の状況」３「財政状態及び経営成績の分析」(４)事業上及び財務上の対処すべき課

　　題で記載の通り、平成20年12月25日開催の取締役会にて決議されました「事業環境の急変に即応

　　する諸施策の実施」にあたり、建材事業において当社千葉工場の撤収を平成24年３月末迄を目途

　　に行う予定であります。なお、当該工場の設備（建物及び構築物、機械装置他約33億円）につき

　　ましては、当第３四半期連結会計期間において減損損失を計上しております。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成20年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 247,677,560247,677,560
東京・大阪証券取引所
（市場第一部） 単元株式数1,000株

計 247,677,560247,677,560― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成20年12月31日 ― 247,677,560― 19,699― 19,029
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(5) 【大株主の状況】

　　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　　（注）当社は、平成20年10月21日開催の取締役会において決議しました会社法第165条及び第156条

　　　　　の規定に基づく自己株式の取得を平成20年11月中に実施しました。この結果などによりまし

　　　　　て、平成20年12月31日現在所有する自己株式数は12,579,411株、発行済株式総数に対する所

　　　　　有株式数の割合は5.08％であります。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

  普通株式   561,000

(相互保有株式)

  普通株式    14,000

― 単元株式数　1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式 245,425,000 245,425単元株式数　1,000株

単元未満株式 普通株式   1,677,560 ― ─

発行済株式総数          247,677,560― ―

総株主の議決権 ― 245,425 ―

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）含まれ

　　ております。

      ２  単元未満株式には、当社所有の自己株式291株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日東紡績株式会社

東京都千代田区九段北４
丁目１番28号
 

561,000― 561,000 0.23

(相互保有株式)
エフ・アール・ピー
工業株式会社
 

福井県福井市若栄町710
 

2,000 ― 2,000 0.00

(相互保有株式)
阿部一商事株式会社

大阪府大阪市中央区常磐

町２丁目２番地28号

 

12,000 ― 12,000 0.00

計 ― 575,000― 575,000 0.23

(注)　当社は、平成20年10月21日開催の取締役会において決議しました会社法第165条及び第156条の規定に基づく

自己株式の取得を平成20年11月中に実施しました。この結果などによりまして、平成20年12月31日現在の自　

己株式数（自己名義所有の自己保有株式）は12,579,411株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は5.08％

であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

 

７月 ８月 ９月

 

10月 11月 12月
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最高(円) 227 236 261 244 239 234 225 180 177

最低(円) 203 190 199 210 204 189 108 134 127

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 企画本部副本部長兼経理部長 赤　井　　　格 平成20年10月21日

取締役 人事部長 西　坂　豊　志 平成20年10月21日

　

(2) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（開発本部長兼開発企画部長
兼プロジェクト推進室長）

取締役
（開発本部長）

前　川　以知郎 平成20年９月21日

常務取締役
（経営リスク管理担当）

常務取締役
（経営リスク管理担当兼管理

本部長）
小　谷　政　弘 平成20年10月21日

取締役
（管理本部長兼コンプライア

ンス統括部長）

取締役
（秘書室長）

岩　下　温　夫 平成20年10月21日

取締役
（経営企画部長）

取締役
（企画部長）

清　水　秀　晃 平成20年10月21日

常務取締役
（総合渉外担当）

常務取締役
（企画本部長）

宮　井　利　孫 平成20年11月１日

取締役
（企画本部長兼経営企画部

長）

取締役
（経営企画部長）

清　水　秀　晃 平成20年11月１日

取締役
（開発本部長）

取締役
（開発本部長兼開発企画部長
兼プロジェクト推進室長）

前　川　以知郎 平成20年11月11日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,802 19,084

受取手形及び売掛金 ※4
 39,145

※4
 40,220

製品 12,101 10,361

原材料 1,777 1,438

仕掛品 3,948 3,449

貯蔵品 11,215 10,086

繰延税金資産 2,434 2,252

短期貸付金 21 171

その他 2,234 1,507

貸倒引当金 △116 △116

流動資産合計 83,565 88,455

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 14,628

※1
 16,230

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 10,479

※1
 12,896

土地 18,013 18,029

建設仮勘定 3,255 980

その他（純額） ※1
 1,054

※1
 1,156

有形固定資産合計 47,431 49,292

無形固定資産 2,016 1,751

投資その他の資産

投資有価証券 9,278 11,109

長期貸付金 27 34

繰延税金資産 5,537 4,127

その他 1,808 1,583

貸倒引当金 △201 △204

投資その他の資産合計 16,448 16,649

固定資産合計 65,897 67,693

資産合計 149,462 156,148
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 22,409

※4
 21,854

短期借入金 5,173 4,680

1年内返済予定の長期借入金 6,730 7,241

未払金 3,224 2,134

未払法人税等 506 2,789

未払消費税等 102 185

繰延税金負債 17 57

賞与引当金 844 2,253

事業構造改善引当金 50 110

その他 4,708 4,318

流動負債合計 43,767 45,626

固定負債

長期借入金 16,051 14,403

退職給付引当金 13,249 13,011

修繕引当金 3,966 3,989

繰延税金負債 142 169

事業構造改善引当金 700 －

その他 2,597 3,018

固定負債合計 36,708 34,593

負債合計 80,475 80,219

純資産の部

株主資本

資本金 19,699 19,699

資本剰余金 23,062 23,062

利益剰余金 26,364 29,523

自己株式 △2,097 △115

株主資本合計 67,028 72,169

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 958 1,704

繰延ヘッジ損益 26 －

為替換算調整勘定 △746 △14

評価・換算差額等合計 238 1,689

少数株主持分 1,719 2,069

純資産合計 68,986 75,928

負債純資産合計 149,462 156,148
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 91,392

売上原価 69,842

売上総利益 21,550

販売費及び一般管理費 ※1
 18,025

営業利益 3,524

営業外収益

受取利息 45

受取配当金 221

持分法による投資利益 316

受取賃貸料 119

為替差益 94

その他 400

営業外収益合計 1,197

営業外費用

支払利息 393

退職給付会計基準変更時差異の処理額 428

その他 344

営業外費用合計 1,166

経常利益 3,555

特別利益

固定資産売却益 24

貸倒引当金戻入額 21

その他 42

特別利益合計 87

特別損失

固定資産処分損 302

投資有価証券評価損 1,501

たな卸資産評価損 359

事業構造改善費用 ※2, ※3
 4,226

その他 14

特別損失合計 6,403

税金等調整前四半期純損失（△） △2,760

法人税、住民税及び事業税 608

法人税等調整額 △1,229

法人税等合計 △621

少数株主利益 38

四半期純損失（△） △2,177
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 29,078

売上原価 22,490

売上総利益 6,587

販売費及び一般管理費 ※1
 5,973

営業利益 613

営業外収益

受取利息 18

受取配当金 30

持分法による投資利益 88

受取賃貸料 27

その他 167

営業外収益合計 331

営業外費用

支払利息 134

退職給付会計基準変更時差異の処理額 142

為替差損 17

その他 25

営業外費用合計 320

経常利益 625

特別利益

固定資産売却益 14

貸倒引当金戻入額 3

その他 0

特別利益合計 18

特別損失

固定資産処分損 32

投資有価証券評価損 1,038

事業構造改善費用 ※2, ※3
 4,226

その他 1

特別損失合計 5,299

税金等調整前四半期純損失（△） △4,655

法人税、住民税及び事業税 47

法人税等調整額 △1,527

法人税等合計 △1,480

少数株主利益 9

四半期純損失（△） △3,185
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,760

減価償却費 4,561

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,408

退職給付引当金の増減額（△は減少） 238

修繕引当金の増減額（△は減少） △23

受取利息及び受取配当金 △266

支払利息 393

事業構造改善費用 4,226

持分法による投資損益（△は益） △316

固定資産除売却損益（△は益） 277

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 1,501

売上債権の増減額（△は増加） 1,020

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,830

仕入債務の増減額（△は減少） 220

その他の資産・負債の増減額 △1,866

その他 257

小計 2,223

利息及び配当金の受取額 278

利息の支払額 △388

法人税等の支払額 △2,979

営業活動によるキャッシュ・フロー △865

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △60

固定資産の取得による支出 △4,992

固定資産の売却による収入 59

投資有価証券の取得による支出 △1,251

投資有価証券の売却による収入 40

貸付けによる支出 △5

貸付金の回収による収入 163

その他 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,051

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 500

長期借入れによる収入 7,700

長期借入金の返済による支出 △6,563

自己株式の取得による支出 △1,981

配当金の支払額 △991

その他 △32

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,368

現金及び現金同等物に係る換算差額 △54

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,340

現金及び現金同等物の期首残高 18,840

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,500
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)
 

　１　連結の範囲に関する事項の変更

　　　(1)連結の範囲の変更

　　　　　連結子会社であったホームインサル株式会社は、平成20年９月に清算結了したため連結

　　　　の範囲から除外しております。

　　　(2)変更後の連結子会社の数

　　　　　26社

 

　２　持分法の適用に関する事項の変更

　　　(1)持分法適用関連会社の変更

　　　　　持分法適用関連会社であったデコラニット株式会社は、平成20年８月に当社の全出資持

　　　　分を譲渡したため持分法適用の範囲から除外しております。

　　　(2)変更後の持分法適用関連会社の数

　　　　　１社

 

　３　会計方針の変更

　　　（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　　　　　通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として移動平均法による原価

　　　　法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

　　　　準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用したことに

　　　　伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による

　　　　簿価切下げの方法）により算定しております。

　　　　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ92百万円減

　　　　少し、税金等調整前四半期純損失は451百万円増加しております。

　　　　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

　　　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変

　　化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定し

　　ております。
 

 
２．固定資産の減価償却費の算定方法

　　　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する

　　方法により算定しております。
 

 
 
３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　　　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一

　　時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度末において使用

　　した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法により算定しております。
 

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　　当社及び国内連結子会社の有形固定資産については、平成20年度法人税法の改正を契機として

　耐用年数の見直しを行い、第１四半期連結会計期間から耐用年数の変更を行っております。

　　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益が153百万円、経常利益が153百万円それぞ

　れ減少し、税金等調整前四半期純損失が153百万円増加しております。

　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

（役員退職慰労引当金）

　　平成20年６月27日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給

　を決議しました。なお、支給の時期は、各役員の退任時とし、役員退職慰労引当金は全額を取り

　崩し、未払分のうち288百万円は固定負債「その他」の残高に含んでおります。
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（早期退職優遇措置）

　　第２「事業の状況」３「財政状態及び経営成績の分析」(４)事業上及び財務上の対処すべき課

　題で記載の通り、平成20年12月25日開催の取締役会にて「事業環境の急変に即応する諸施策の実

　施」を決議いたしました。これに伴い、平成21年２月９日から３月19日までを募集期間とした早

　期退職優遇措置を実施し、平成21年３月期（第４四半期連結会計期間）に特別退職金を計上する

　見込みです。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額 126,992百万円※１　有形固定資産減価償却累計額 129,471百万円

２　偶発債務 ２　偶発債務

(1) 保証債務

　　金融機関からの借入等に対し、以下の債務保証を行っ
ております。

シュリロ貿易 3百万円

従業員住宅資金 1百万円

計 5百万円

 

(1) 保証債務

　　金融機関からの借入等に対し、以下の債務保証を行っ
ております。

シュリロ貿易 3百万円

従業員住宅資金 4百万円

計 8百万円

 

(2) 保証予約債務

　　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、保
証の予約を行っております。

NITTOBO ASCO Glass
Fiber Co., Ltd.

466百万円
(169,200千台湾ドル)

 

(2) 保証予約債務

　　連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、保
証の予約を行っております。

NITTOBO ASCO Glass
Fiber Co., Ltd.

266百万円
(80,806千台湾ドル)

 

３　受取手形裏書譲渡高 7百万円 ３　受取手形裏書譲渡高 18百万円

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理しております。

　　なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休
日であった為、当第３四半期連結会計期間末日の残
高に以下の金額が含まれております。

　　受取手形　　　　　　　　　　　　1,596百万円

　　支払手形　　　　　　　　　　　　1,223百万円

 

※４　

 

　　　　　　 ――――――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

運賃及び荷造費 3,190百万円

給料手当 4,222百万円

賞与引当金繰入額 300百万円

賞与 949百万円

研究開発費 1,373百万円

 

 

※２　「事業環境の急変に即応する諸施策の実施」の取締役会決議に伴って計上した固定資産減損損失等であり

　　ます。

　　　当第３四半期連結累計期間の事業構造改善費用4,226百万円の内訳は以下の通りであります。

内容 項目 金額（百万円）

千葉工場関係 固定資産減損損失 3,380

解体撤去費等　注1 700

福島工場関係 固定資産減損損失 55

解体撤去費等　注1 5

連結子会社関係 固定資産減損損失 40

解体撤去費等　注1 45

合計 4,226

　　　　注1　千葉工場関係、福島工場関係及び連結子会社関係の解体撤去費等見積額750百万円は、事業構造　　　　　　　　　　
　　　　　　改善引当金繰入額である。

 

※３　固定資産減損損失

　　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額（百万円）

千葉県千葉市

（千葉工場）

事業用資産 建物及び構築物・

機械装置　他
3,380

福島県福島市

（福島工場）

事業用資産 機械装置
55

福井県坂井市

（連結子会社）

事業用資産 建物及び構築物
40

合計 3,476

　　　　　※　千葉工場、福島工場及び連結子会社の設備に係る減損損失額3,476百万円については、「事業　　　　　　　　
　　　　　　環境の急変に即応する諸施策の実施」を取締役会で決議したことによる損失として「事業構造改
　　　　　　善費用」に含めております。

 

　　　当社グループは減損損失の算定にあたって、資産を事業用資産、賃貸資産、遊休資産、共有資産に分類

　　し、事業用資産については管理会計上の区分に基づき、賃貸資産及び遊休資産については物件毎に資産の

　　グルーピングを行なっております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しております。

 

　

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)
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※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

運賃及び荷造費 1,043百万円

給料手当 1,432百万円

賞与引当金繰入額 300百万円

賞与 84百万円

研究開発費 474百万円

 

※２　「事業環境の急変に即応する諸施策の実施」の取締役会決議に伴って計上した固定資産減損損失等であり

　　ます。

　　　当第３四半期連結会計期間の事業構造改善費用4,226百万円の内訳は以下の通りであります。

内容 項目 金額（百万円）

千葉工場関係 固定資産減損損失 3,380

解体撤去費等　注1 700

福島工場関係 固定資産減損損失 55

解体撤去費等　注1 5

連結子会社関係 固定資産減損損失 40

解体撤去費等　注1 45

合計 4,226

　　　　　注1　千葉工場関係、福島工場関係及び連結子会社関係の解体撤去費等見積額750百万円は、事業構造

　　　　　　　改善引当金繰入額である。
 

※３　固定資産減損損失

　　　当第３四半期連結会計期間において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額（百万円）

千葉県千葉市

（千葉工場）

事業用資産 建物及び構築物・

機械装置　他
3,380

福島県福島市

（福島工場）

事業用資産 機械装置
55

福井県坂井市

（連結子会社）

事業用資産 建物及び構築物
40

合計 3,476

　　　　　※　千葉工場、福島工場及び連結子会社の設備に係る減損損失額3,476百万円については、「事業　　　　　　　　　　　
　　　　　　環境の急変に即応する諸施策の実施」を取締役会で決議したことによる損失として「事業構造改
　　　　　　善費用」に含めております。

 

　　　当社グループは減損損失の算定にあたって、資産を事業用資産、賃貸資産、遊休資産、共有資産に分類

　　し、事業用資産については管理会計上の区分に基づき、賃貸資産及び遊休資産については物件毎に資産の

　　グルーピングを行なっております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在)

現金及び預金勘定 10,802百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△302百万円

現金及び現金同等物 10,500百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（千株） 247,677

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式（千株） 12,579

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 988 4.00平成20年３月31日平成20年６月30日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　当社は、平成20年10月21日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得などにより、当第３四半

　　期連結会計期間において自己株式が19億81百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自

　　己株式は20億97百万円となっております。
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(リース取引関係)

　

　　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連

　結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を

　行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて

　著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

　　当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証券の　

　四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められま　

　す。

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価

(百万円)

四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)

差額

(百万円)

株式 4,579 6,109 1,530

合計 4,579 6,109 1,530

　（注）　当第３四半期連結会計期間において、著しい時価の下落（取得価額の50％超）により減損

　　　　処理をおこなった金額は1,038百万円であり、当第３四半期連結累計期間においては1,494百

　　　　万円となっております。取得原価には減損処理後の金額を記載しております。

　

(デリバティブ取引関係)

　　当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　　　通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、

　　かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

区分 種類

契約額等

 

(百万円)

契約額等のうち

１年超

(百万円)

時価

 

(百万円)

評価損益

 

(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引

　売建

　米ドル 1,096 － 909 186

合計 1,096 － 909 186

（注）ヘッジ会計を適用しております為替予約取引については、注記の対象から除いております。

　

(ストック・オプション等関係)

　　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

繊維事業

(百万円)

建材事業

(百万円)

グラスファ
イバー事業

(百万円)

その他の事
業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 2,682　12,335　10,914　3,145　29,078　 －　 29,078　

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

15　 561　 237　 107　 921　 （921） －　

計 2,697　12,897　11,152　3,252　29,999　（921） 29,078　

営業利益 108　 84　 368　 297　 859　 （245） 613　

　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

繊維事業

(百万円)

建材事業

(百万円)

グラスファ
イバー事業

(百万円)

その他の事
業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 7,921　35,445　37,471　10,553　91,392　 －　 91,392　

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

44　 1,238　 587　 415　 2,285　（2,285） －　

計 7,966　36,684　38,059　10,968　93,678　（2,285）91,392　

営業利益又は営業損失（△） 413　 △234　 2,641　1,317　4,137　（612） 3,524　

　(注) １　製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照ら

　　　　　し事業区分を行っております。

　　　 ２　各事業の主な製品

(1) 繊維事業 …… コアスパン糸、ストレッチ製品、芯地製品、二次製品

(2) 建材事業 …… 不燃吸音天井板、ロックウール製品、グラスウール製品、
床材、プラント、音響エンジニアリング

(3) グラスファイバー事業…… グラスファイバー製品、電子関連材料、ＦＲＰ採光板

(4) その他の事業 …… メディカル、清涼飲料水、スペシャリティケミカルス、　ビル
賃貸業、スポーツ施設運営、保険代理業

　　　 ３　会計方針の変更

　　　　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　　　　第５「経理の状況」１「四半期連結財務諸表」「四半期連結財務諸表作成のための基本

　　　　　となる重要な事項等の変更」に記載の通り、通常の販売目的で保有する棚卸資産について

　　　　　は、従来、主として移動平均法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計

　　　　　期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）

　　　　　を適用したことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収

　　　　　益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　　　　　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間におい

　　　　　て「繊維事業」は営業利益が６百万円減少しております。「建材事業」は営業損失が10百

　　　　　万円増加しております。「グラスファイバー事業」は営業利益が68百万円減少しておりま

　　　　　す。「その他の事業」は営業利益が７百万円減少しております。

　　　 ４　追加情報

　　　　　　第５「経理の状況」１「四半期連結財務諸表」「追加情報」に記載の通り、当社及び国

　　　　　内連結子会社の有形固定資産については、平成20年度法人税法の改正を契機として耐用年

　　　　　数の見直しを行い、第１四半期連結会計期間から耐用年数の変更を行っております。
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　　　　　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間におい

　　　　　て「繊維事業」は営業利益が12百万円減少しております。「建材事業」は営業損失が119百

　　　　　万円増加しております。「グラスファイバー事業」は営業利益が22百万円減少しておりま

　　　　　す。「その他の事業」は営業利益が１百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連

　結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　　全セグメントの売上高の合計額に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

　情報の記載を省略しております。
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【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,317　 482　 225　 41　 3,066　

Ⅱ　連結売上高（百万円） －　 －　 －　 －　 29,078　

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

8.0　 1.7　 0.8　 0.1　 10.5　

　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

アジア 北米 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 10,063　 1,686　 1,003　 248　 13,002　

Ⅱ　連結売上高（百万円） －　 －　 －　 －　 91,392　

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

11.0　 1.8　 1.1　 0.3　 14.2　

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア………………中国、台湾、韓国等

(2) 北米…………………アメリカ、カナダ

(3) 欧州…………………ドイツ、イギリス、ロシア等

(4) その他の地域………中南米、アフリカ、オセアニア等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 286円12銭

　

１株当たり純資産額 298円83銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 68,986 75,928

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 1,719 2,069

　（うち少数株主持分）（百万円） （1,719） （2,069）

普通株式に係る純資産額（百万円） 67,266 73,859

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

235,098 247,160

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 8円90銭
　

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在していないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

四半期純損失（百万円） 2,177

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 2,177

普通株式の期中平均株式数（千株） 244,731

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 13円21銭
　

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在していないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

四半期純損失（百万円） 3,185

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 3,185

普通株式の期中平均株式数（千株） 241,110

　

(重要な後発事象)

　　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）
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　（自己株式の取得終了）

　　当社は、平成20年12月25日開催の取締役会において決議いたしました、会社法第165条第３項

　の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく自己株式の取得につきまして、

　平成21年１月５日から平成21年１月20日までに以下の通り取得いたしました。

　

　　(1)取得した理由

　　　　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため

　　(2)取得した株式の種類

　　　　普通株式

　　(3)取得した株式の総数

　　　　21,553,000株

　　(4)株式の取得価額の総額

　　　　3,999百万円

　　(5)取得方法

　　　　東京証券取引所における信託方式による市場買付
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日東紡績株式会社(E00542)

四半期報告書

41/42



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

日東紡績株式会社

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　青　　木　　良　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　髙　　俊　　幸　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東

紡績株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東紡績株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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